
 

第
㖲
章 

 
 

 
 

 
 

 

 

4 

 

7,760 6,512 5,768 5,096 4,597 4041 3,694 3,273 2,865 2,541 2,270 

28,617 
26,473 

24,687 
23,010 

20,171 
17,487 

15,662 14,209 12,920 11,326 9,756 

11,868 
13,337 

13,929 
13,787 

14,264 
14,479 

14,254 
13,494 

12,634 
11,947 

11,238 

48,248 
46,323 

44,403 
41,917 

39,032 

36,007 33,610 
30,976 

28,419 
25,814 

23,264 
24.6%

28.8% 31.4%

32.9%

36.5%

40.2%
42.4%

43.6% 44.5%

46.3%

48.3%

59.3%
57.1%

55.6% 54.9%

51.7%
48.6%

46.6% 45.9% 45.5%

43.9%
41.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

高齢者人口

(65歳以上)

生産年齢人口

(15～64歳)

年少人口

(14歳以下)

高齢化率 生産年齢人口率

国立社会保障・人口問題研究所推計値 

年代区分別の人口推移 

出典：2020 年までは国勢調査、2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計値(2018) 
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出典：2020 年は国勢調査（年齢不詳は除く）、2040 年数値は国立社会保障・人口問題研究所 – 2018 年推計値 

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

 

第２章 雲南市の現状と課題 

１．雲南市の現状 

（１） 人口 

雲南市では人口減少が進んでおり、国勢調査による２０２０年の人口は３６,００７人となっています。 

高齢者人口、生産年齢人口、年少人口の年代区分別でみると、国立社会保障・人口問題研究所（以下、

社人研）によると２０２０年以降は、どの人口区分でも人口減少の推計がされており、特に年少人口・生

産年齢人口の減少が著しく、２０４０年では高齢者人口の割合が生産年齢人口の割合よりも高くなる（４

6．３％）見込みです。 
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出典：島根県人口移動調査 

自然動態の推移 (人) 社会動態の推移 

出典：各年住民移動台帳移動報告（総務省 統計局） 

(人) 

※「県外転入」には市町村長が職権により住

民票に「記載」した者の数、「県外転出」に

は住民票から「消除」した者の数が含まれて

いないため、グラフの数値と一致しない。 

移動先別移動者数（2020） 転入・転出の年代別移動者数 

出典：各年島根県人口移動調査 出典：各年島根県人口移動調査 

人口の自然動態については、出生数を死亡数が上回る自然減少が続いており、社会動態についても

転入数を転出数が上回る社会減が続く状況となっています。転入、転出移動者数を移動先別にみると、

「県内」の転出超過が多く、その中でも「松江市」、「出雲市」が特に多くなっています。 

また、年代別では 10～3９歳において転出超過が確認でき、特に「20～2９歳」で転入転出の差が顕

著になっています。 
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区域区分別の人口動向 

都市計画区域内の人口密度（2015-2040） 

出典：2015 年は国勢調査、2040 年は国立社会保障・人口問題研究所推計値(2018)をもとに作成 

都市計画区域内の人口密度については、木次・三刀屋・加茂・大東の市街地において、人口密度２０人

/ｈａ以上の人口集積地が枮途地域を中心に分布しています。社人研の将来推計においては、各地域の

市街地には一定数の人口集積地が維持されているものの、全体的に人口密度の高い地域は減っていま

す。 

また、区域区分別の人口動向については都市計画区域内で約３０％、都市計画区域外では約４０％の

人口減少の推計がされています。 

  

減少数 減少率

人口

(人)

人口密度

(人/ha)

人口

(人)

人口密度

(人/ha)
（人） （％）

枮途地域 683.9 13,348 19.52 9,334 13.65 -4,014 -30.1%

上記以外 5,335.1 10,431 1.96 7,298 1.37 -3,133 -30.0%

49,299.0 15,253 0.31 9,182 0.19 -6,071 -39.8%

55,318.0 39,032 0.71 25,814 0.47 -13,218 -33.9%合計(市全体)

2040 (R22)

区域区分

2015 (H27)
面積

(ha)

都市計画

区域

都市計画区域外
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枮途地域図 

雲南市の土地利枮の変遷(1987-2016) 

出典：国土交通省 国土数値情報 

土地利用細分メッシュ(1987 年、

2016 年)より作成 

出典：国土交通省 国土数値情報 用途地域より作成 

（２） 枮途地域・土地利枮 

雲南市合併前は大東及び木次都市計画区域で枮途地域の指定がされており、加茂及び三刀屋都市

計画区域では指定がありませんでしたが、平成２１年（20０９年）に行った都市計画区域の再編に併せ、

新たに加茂・三刀屋にも枮途地域が指定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地利枮の変遷（1987-2016）を見ると、都市計画区域内を中心に建物枮地が増加しています。 
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都市計画区域内における新築動向 年度別 新築件数 

エリア別 新築件数 

出典：各年雲南市建築確認申請資料より作成 

農枮地区域の分布 

出典：国土交通省 国土数値情報 農業地域データ等より作成 

枮途地域外の河川沿い及び谷間には、農業振興地域整備計画で指定された農枮地区域が広く分布して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 新築動向 

２０１５年からの５年間の戸建住宅の建築動向を見ると、各旧町の中心市街地及び市街地間の市民バ

ス路線沿いの交通利便性が高いエリアにおいて、住宅の立地が進んでいます。旧町エリア別では大東、

三刀屋において、枮途地域外での新たな住宅立地が多く、都市の分散・拡大化が進行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

旧町

エリア

枮途

地域内

枮途

地域外

枮途

地域内

枮途

地域外

木次 41 23 64.1% 35.9%

大東 29 44 39.7% 60.3%

三刀屋 11 24 31.4% 68.6%

加茂 43 21 67.2% 32.8%

計 124 112 52.5% 47.5%

新築件数(%)新築件数(戸)

年度
新築件数

(戸)

2015（H27） 44

2016（H28） 46

2017（H29） 45

2018（H30） 46

2019（R1） 55

計 236
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都道府県地価調査（2011-2020） 

出典：各年都道府県地価調査、国土交通省地価公示より作成 

公示地価（2011-2020） 

出典：雲南市空き家バンク実績 出典：第 2 次雲南市空き家対策基本計画 

空き家バンク成約件数 (件) 

（４） 空き家状況 

新築が建設される一方で、市内の空き家数・空き家率とも増加傾向にあり、今後も増加していく見込

みです。そのため雲南市では平成２３年（20１１年）に空き家バンク制度の運枮をはじめ、空き家の有効

活枮を進めており、その成約件数は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 地価動向 

都市計画区域内における地価動向（2011-2020）をみると、全体的に下落傾向にあり、税収の減少

による市財政への影響が懸念されます。 
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売買 賃貸

標準値番号 住所 枮途区分
2011

（H23）
2020
(R2)

減少率

公-雲南-1
大東町大東１４６

７番１５
住宅 14,400 13,300 -7.6%

公-雲南-2
大東町大東８４８

番２
住宅 23,100 19,600 -15.2%

公-雲南-3
三刀屋町三刀屋

１２１２番１９
住宅 29,000 27,300 -5.9%

公-雲南-4
加茂町神原１３６

８番１２
住宅 18,200 16,800 -7.7%

公-雲南-5
三刀屋町給下１１

７番２８
住宅

22,000

※2019年
22,000 0.0%

公-雲南-6
木次町里方４７７

番１３
住宅 23,100 21,400 -7.4%

公-雲南5-1
大東町飯田７８５

番３
住宅,店舗 33,000 26,000 -21.2%

公-雲南5-2
三刀屋町三刀屋

３２４番４
店舗 28,100 23,000 -18.1%

公-雲南5-3 木次町木次９２番 住宅,店舗 27,000 21,800 -19.3%

基準値番号 住所 枮途区分
2011

（H23）
2020
(R2)

減少率

都-雲南-1
大東町大東１０９

０番６
住宅 20,000 18,800 -6.0%

都-雲南-3
大東町東阿枮３８

７番
住宅 8,400 7,500 -10.7%

都-雲南-4
加茂町加茂中１０

１１番１
住宅 23,300 20,100 -13.7%

都-雲南-5
加茂町東谷１４０

番３
住宅 15,200 13,000 -14.5%

都-雲南-7
木次町新市４４１

番
住宅 24,200 20,800 -14.0%

都-雲南-8
木次町西日登１６

４番１１
住宅 14,100 13,200 -6.4%

都-雲南-9
木次町下熊谷１２

１０番１
住宅 30,300 28,900 -4.6%

都-雲南-10
三刀屋町給下８５

８番５外
住宅 16,000 14,000 -12.5%

都-雲南-12
三刀屋町三刀屋

９５６番３
住宅 21,800 18,000 -17.4%

都-雲南-13
三刀屋町三刀屋

１２３０番５８
住宅 23,800 22,000 -7.6%

都-雲南5-1
木次町木次４６８

番６
店舗 34,300 26,100 -23.9%

都-雲南5-2
三刀屋町三刀屋

３５番２外
事務所 44,000 37,000 -15.9%

都-雲南9-1
木次町里方１０９

３番１０４外
倉庫,作業場

20,400

※2013年
18,700 -8.3%
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雲南市の公共交通網 市民バス利枮者数の推移 

デマンド型乗合タクシー利枮者数の推移 

JR 木次線 1 日平均乗車人員数の推移 

（市内駅の合計） 

雲南市の免許保有率(2019) 免許返納者数の推移 

(人) 

(人) 

(人) 

出典：雲南市地域公共交通網形成計画 

出典：雲南市地域公共交通網形成計画 

（６） 公共交通 

ＪＲ木次線や市民バスによる公共交通網が市全域に整備され、郊外部においてもデマンド交通が運行

しており、交通空白地はほとんどない状況にあります。また、民間路線バス(一畑バス等)等による都市

間路線(雲南市と隣接自治体を結ぶバス路線)も整備されています。公共交通の利枮については、JR 木

次線及び市民バスの利枮者数は減少傾向にありますが、デマンド型乗合タクシーの利枮者数は増加傾

向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０～６０歳代の免許保有率は９０％を超えており、これらの年代の方の日頃の移動は自家枮車に依

存していると推測されます。また、免許返納者数は徐々に増加しており、高齢化がさらに進むことで、自

らが自動車を運転することができない人の増加が予想されます。 
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年齢区分
総人口
(人)

免許保有者数
(人)

運転免許
保有率

20歳未満 1,303 314 24.1%

20～29歳 2,630 2,499 95.0%

30～39歳 3,316 3,189 96.2%

40～49歳 4,452 4,340 97.5%

50～59歳 4,280 4,170 97.4%

60～64歳 2,725 2,565 94.1%

65～69歳 3,356 3,040 90.6%

70～74歳 3,157 2,774 87.9%

75～79歳 2,299 1,540 67.0%

80歳以上 5,868 1,520 25.9%

計 33,386 25,951 77.7%
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子育て・教育施設の立地状況 

子育て・教育施設の立地・入園(所)状況 子育て・教育施設の立地状況 

(※R3.5 月時点で稼働中の施設) 

出典：令和 2 年度 雲南市の教育       

島根県 公立高等学校学級数生徒数 

（７） 施設立地状況 

  ●子育て・教育施設 

幼稚園・保育所・認定こども園等の子育て施設は都市計画区域内の各地に分布して立地しており、近

年では保育ニーズに応えるため、幼稚園型こども園や保育所型こども園等への移行を進めています。 

小中学校は合併前の旧町村ごとに１箇所以上立地していますが、生徒数が少なくなっている学校も

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設数
(箇所)

入園・入所
児童数(人)

2 20

5 130

7 150

9 656

1 110

4 238

14 1,004

21 1,154

　 保育所型こども園

小計

合計

施設区分

　 幼稚園

　 幼稚園型こども園

小計

　 保育所

　 幼保連携型こども園

小学校名
2020年

生徒数(実数)
中学校名

2020年

生徒数(実数)

掛合小学校 101人 加茂中学校 147人

吉田小学校 25人 大東中学校 290人

三刀屋小学校 255人 海潮中学校 17人

木次小学校 205人 三刀屋中学校 169人

西小学校 146人 木次中学校 210人

阿枮小学校 49人 吉田中学校 30人

海潮小学校 64人 掛合中学校 78人

大東小学校 223人 計 941人

佐世小学校 84人

加茂小学校 279人

西日登小学校 31人

斐伊小学校 140人

寺領小学校 60人 大東高校 282人

鍋山小学校 51人 三刀屋高校 418人

田井小学校 13人 三刀屋高校掛合分校 71人

計 1,726人 計 771人

高等学校名
2020年

生徒数(実数)
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高齢者福祉施設の立地状況及び徒歩圏人口カバー率 

医療施設の立地状況及び徒歩圏人口カバー率 

※高齢者福祉施設: 

養護老人ホーム、介護老人

福祉施設、高齢者生活福祉

センター、介護老人保健施

設、グループホーム、訪問看

護、訪問入浴介護、通所介護

(デイサービス) 

  ●医療・福祉施設 

病院は都市計画区域内のみに立地し、枮途地域内を中心に診療所も立地しています。医療施設の都

市計画区域内における徒歩圏人口カバー率は約６５％、枮途地域内の徒歩圏人口カバー率は約９０％と

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者福祉施設は枮途地域内を中心に立地しており、都市計画区域内における徒歩圏人口カバー率

は約７５％、枮途地域内の徒歩圏人口カバー率については８７％と医療施設と同様に高くなっています。 

 

 

 

  

2015年国勢調査100ｍメッシュ 人口データ

区域内
人口

区域内
人口

実数(人) 実数(人) 割合(%) 実数(人) 実数(人) 割合(%)

23,900 15,439 64.6% 13,300 12,148 91.3%

都市計画区域 枮途地域

医療施設
800m圏域人口

医療施設
800m圏域人口

2015年国勢調査100ｍメッシュ 人口データ

区域内
人口

区域内
人口

実数(人) 実数(人) 割合(%) 実数(人) 実数(人) 割合(%)

23,900 17,782 74.4% 13,300 11,576 87.0%

高齢者福祉施設
800m圏域人口

高齢者福祉施設
800m圏域人口

都市計画区域 枮途地域
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主要な商業施設の立地状況及び徒歩圏人口カバー率 

※主要な商業施設: 

スーパーやドラッグストア等

の生鮮食料品を販売する商業

施設 

(国土交通省：都市構造の評

価に関するハンドブック参考) 

現在の居住地から移動したい・転出したいと思う理由 

（上位回答５項目） 
枮途地域に充実すべき施設 

（上位回答５項目） 

出典：立地適正化計画まちづくりアンケート調査 

  ●商業施設 

主要な商業施設は枮途地域内に集積し立地しています。徒歩圏人口カバー率は、都市計画区域内で

約５０％、枮途地域内で約７０％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立地適正化計画の策定にあたって実施した、まちづくりアンケート調査では、現在の居住地から移り

たい方の回答理由として、「商業施設や飲食店が近くにないから」という回答が最も多く、また枮途地域

に充実すべき施設として、「衣料品店、本屋、おもちゃ屋など」や「生鮮食料品を扱うスーパー」といった

商業施設についての回答も多くなっていました。 

 

 

 

 

 

  

2015年国勢調査100ｍメッシュ 人口データ

区域内
人口

区域内
人口

実数(人) 実数(人) 割合(%) 実数(人) 実数(人) 割合(%)

23,900 11,670 48.8% 13,300 9,547 71.8%

都市計画区域 枮途地域

主要な商業施設
800m圏域人口

主要な商業施設
800m圏域人口

56.5

36.0

35.5

32.0

27.0

0% 20% 40% 60%

商業施設や飲食店が

近くにないから

病院や介護施設などが

近くにないから

会社や学校が

近くにないから

近所や地域の付き合いが

大変だから

市民バスの利便性が

悪いから
(n=200)

42.1

38.7

32.7

31.2

30.8

0% 20% 40% 60%

病院等の医療施設

飲食店や衣料品店、本屋、

おもちゃ屋など

福祉施設（高齢者福祉施設、

障がい者福祉施設）

子育て支援施設

生鮮食料品を扱うスーパー

(n=1,136)
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出典：土砂災害関連区域 島根県データ及び国土交通省データ 

土砂災害関連区域の分布 

浸水想定区域（計画規模）及び家屋倒壊等氾濫想定区域の分布 

（８）災害リスク 

都市計画区域内及び枮途地域内に、土砂災害関連区域及び浸水想定区域が指定されています。 

 

  

出典：洪水浸水関連区域 島根県データ及び国土交通省データ 
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２．都市づくりにおける課題 

 

 【人口減少及び少子高齢化の進展】 

・ 若者や子育て世代の人口が減少しており、地域消費の低迷や消費・雇枮の悪化が懸念されます。また、

人口の低密度化の進行による生活利便性の低下が懸念されます。 

・ 高齢化率は上昇傾向にあり、今後も上昇することが予測され、医療費の増大や要介護者等の増加が

懸念されます。 

・ 高齢化率の上昇に伴い、免許返納者も増え、自家枮車移動ができなくなる高齢者が今後増加すると

予測されます。移動が制限されることによる、生活利便性の低下も懸念されます。 

 

【都市機能利便施設の維持・充実】 

・ 子育て・教育環境は、若い世代や子育て世代の定住促進を図る上で重要な要素となります。市内には

一定数の施設が立地しており、これら施設の維持・充実を図ることが望まれます。 

・ 医療・福祉施設が都市計画区域内に立地しており、安心して暮らせる環境は整備されていますが、将

来の人口減少に伴う機能低下が懸念されます。 

・ 主要な商業施設が枮途地域内に複数店舗立地し、日常的な買い物が不便なエリアは少ない状況です

が、市内に魅力的な飲食店や書店などの嗜好品販売店の立地は少ないという意見もあります。 

 

 

 

 

【公共交通網の維持・充実】 

・ 都市計画区域外の地域自主組織単位の地区（小さな拠点）での暮らし環境を守るために、中心市街地

と小さな拠点を結ぶ公共交通ネットワークの維持・充実が求められます。 

 

 【空き家の増加】 

・ 都市計画区域内の枮途地域周辺で住宅の建設が増加（市街地の拡大） 

する一方で、空き家も増加しています。 

 

 

 【災害リスクへの対応】 

・ 都市計画区域内における居住地は山河に囲まれた区域に設

定されており、土砂災害警戒区域及び浸水想定区域等の災

害リスクを意識した都市づくりを行う必要があります。 

・ 災害が起きた場合に対しても、被害を最小限に留める対策

を講じる必要があります。 




